
（法人単位）

注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

　　  業務達成基準を採用しております。

　　　なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動につ

　　いては期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物   ５年～５０年

構築物 　７年～６０年

機械装置 　７年～１５年

車両運搬具 　６年

工具器具備品 　４年～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７第１項）及び資産除去債務に対応する特

定の除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却に相当する額については、減価

償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３年～５年）に

基づいております。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計

上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金及び国庫補助金により財源措置

がなされる見込みである部分については、同額を賞与引当金見返として計上しております。

（２）退職給付引当金

 退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。このうち、運営費交付金及び国庫補助金により財源措置がなされる見込みであ

 る退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的債券

償却原価法（定額法）によっております。

（２）関係会社株式

出資先持分額により評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分純資産直入法により

処理）しております。

（３）その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

５．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）仕掛品

個別法によっております。

（２）貯蔵品

最終仕入原価法によっております。

６．収益及び費用の計上基準

（１）受託研究に係る収益

受託研究に係る収益は、主に国、地方公共団体及び民間企業から支出された委託費であり、委託

契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス等を引

き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡

時点で収益を認識しております。



（２）ロイヤリティ収入

研究開発成果に係る知的財産権に関するロイヤリティ収入は、契約相手先の売上収益等の発生時

点で収益を認識しております。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

    外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

  しております。

８．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。

９．重要な会計上の見積り

翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。

Ⅱ．貸借対照表

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
（１）当該資産除去債務の概要
　　　当法人においては、所有する建物に係る建設リサイクル法に基づく処分費用及び不動産賃借契約
　　における賃借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上しております。
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法
　　　所有する建物については、耐用年数を47年から50年、割引率は2.484％から2.606％を採用して
　　おります。
　　　また、不動産の賃借については、使用見込期間を15年から50年、割引率は0.268％から2.548％を
　　採用しております。
（３）当期における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　期首残高 540,826,882 円
　　　　当期増加額 28,936,616 円
　　　　当期減少額　　　 0 円
　　　　期末残高　　　 569,763,498 円

２．減損処理

　減損の認識

　①減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額の概要

場　　所 用　　途 種　　類 減損前帳簿価額 減損額

ア　京都府相楽郡精華町 電気設備等 附属設備 166,320円 166,319円

イ　茨城県鹿嶋市 工作物等 構築物 608,105円 608,101円

ウ　東京都小金井市 電気設備等 附属設備 658,842円 658,840円

合　　計 1,433,267円 1,433,260円

　②減損の認識に到った経緯

　　上記資産の全部を使用しないという決定を行ったため減損を認識しております。

　③減損額のうち損益計算書に計上した金額及び計上しなかった金額

　　損益計算書に計上した金額 825,159 円

　　損益計算書に計上しなかった金額 608,101 円

　④回収可能サービス価額の算定方法

　　備忘価格としております。

３. 出資を財源に取得した資産

出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額 29,360,512,995 円

Ⅲ．行政コスト計算書

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 111,858,838,080 円

自己収入等 △ 15,465,117,875 円

法人税等及び国庫納付額 △ 737,000 円

機会費用 1,965,779,355 円

独立行政法人の業務運営に関して 98,358,762,560 円

国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

無償使用している財産については、減価償却費相当額を計上しております。

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

（３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。

１０年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に 1.485% で計算しております。



Ⅳ．損益計算書

１．主要な費目の内訳

＊１．研究業務費　人件費の内訳

役員報酬 91,443,203 円
給与 7,198,453,196 円
退職手当 40,372,430 円
共済掛金 745,657,360 円
法定福利費 487,085,934 円
賞与引当金繰入 400,824,474 円
退職給付費用 174,504,494 円

＊２．その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 9,758,470,125 円
資材消耗品費 1,833,922,868 円
光熱費 1,613,802,133 円

＊３．通信・放送事業支援業務費

その他の業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 19,546,593,104 円
助成金 15,347,014,000 円
資材消耗品費 665,707,838 円

＊４．国及び地方公共団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

委託料 7,103,451,713 円
資材消耗品費 2,501,672,074 円
雑費 755,185,835 円

＊５．その他の団体受託業務費

その他の受託業務費のうち主要な費目及び金額

雑費 608,288,146 円
委託料 313,643,319 円
資材消耗品費 262,261,656 円

＊６．一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 20,528,311 円
給与 1,187,593,883 円
退職手当 9,491 円
共済掛金 131,932,117 円 　

法定福利費　　　　　　　　　　 45,641,438 円 　

賞与引当金繰入 86,918,196 円
退職給付費用 27,152,838 円

＊７．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

委託料 652,663,999 円
雑費 94,712,118 円
光熱費 72,449,433 円

＊８．雑益のうち主要な費目及び金額

個人研究助成金間接経費 65,741,055 円

特許料収入 132,040,610 円

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

      現金及び預金　　　 154,211,823,089 円
      定期預金　　　 0 円
      資金期末残高 154,211,823,089 円



２．重要な非資金取引

（１）寄附による資産の取得 46,850,408 円

（２）重要な資産除去債務の計上 28,936,616 円

Ⅵ．金融商品の時価等に関する事項

１．金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しております。

　　また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定及び国立研究開発法人情報通信研

　究機構法第１５条の規定等に基づき、株式、公債及び証券取引所に上場されている株式会社が発

　行する担保付社債又は信頼のある格付機関により最高位若しくはそれに準ずる格付けを付与され

　た社債のみを保有しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれていません。また、「現金及び預金」「前渡金」

「未収入金」「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

記載を省略しております。

区　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

投資有価証券 150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円

（注）市場価格のない株式等は次のとおりです。

区　分 貸借対照表計上額

非上場株式 827,712,775 円

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

時  価

レベル１ レベル２ レベル３ 合  計

投資有価証券

 満期保有目的の債券

  国債 116,490,000 円 - - 116,490,000 円

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　国債は相場価格を用いて評価しております。当法人が保有している国債は、活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

Ⅶ．有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

区　　分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差　　額

国債・地方債等 -                                      -                                      -                                      
社債 -                                      -                                      -                                      
国債・地方債等 150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円
社債 -                                      -                                      -                                      

合　　計 150,000,000 円 116,490,000 円 △ 33,510,000 円

２．時価評価されていない有価証券

（１）関係会社株式

　　　　関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

（２）その他有価証券

　　　　その他有価証券で時価のあるものは、ありません。

区  分

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの



３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区　　分 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

国債・地方債等 -                                      -                                      -                                      150,000,000 円
社債 -                                      -                                      -                                      -                                      

合　　計 -                                      -                                      -                                      150,000,000 円

Ⅷ．退職給付に関する注記

１．採用している退職給付制度の概要

      当法人は、国立研究開発法人情報通信研究機構役員退職手当規程及び国立研究開発法人情報

    通信研究機構パーマネント職員退職手当規程に基づく非積立型の退職一時金制度及び国家公務

    員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給

    与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

　　用を計算しております。

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　期首における退職給付引当金 2,964,866,276円

　　　　退職給付費用 201,657,332円

　　　　退職給付の支払額 △ 531,307,563円

　　　期末における退職給付引当金 2,635,216,045円

（２）退職給付に関連する損益

　　　簡便法で計算した退職給付費用 201,657,332円

３．退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、 35,802,782円であります。

Ⅸ．収益認識に関する注記

　当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が乏しいため、注

記を省略しております。

（１）収益の分解情報

　当法人の主要な収益は、受託収入であり、主なサービス等の種類は、研究役務の提供であります。

上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、附属明細書13セグメント情報に記

載のとおりであります。

（２）収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。

（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる

期間は、以下のとおりであります。

当事業年度

１年以内 12,028,594,600 円

１年超２年以内 11,020,062,900 円

２年超３年以内 28,502,317,600 円

３年超４年以内 14,582,286,400 円

合　計 66,133,261,500 円



Ⅹ．重要な債務負担行為

契　約　内　容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額

情報収集衛星９号機 衛星実機モデル製作試験（その１） 16,916,163,254 円 16,489,940,254 円

情報収集衛星１０号機 衛星実機モデル製作試験（その１） 12,887,873,407 円 12,717,873,407 円

時間軸多様化衛星１号機 衛星実機モデル製作試験（その１） 10,089,200,000 円 2,252,381,000 円

時間軸多様化衛星２号機 衛星実機モデル製作試験（その１） 9,317,000,000 円 6,402,174,000 円

大規模言語モデル（LLM）の学習データ整備等のための計算機設備等 8,808,800,000 円 8,808,800,000 円

情報収集衛星レーダ９号機・１０号機 地上検証モデル(EM)の製作試験 7,512,487,623 円 4,912,487,623 円

時間軸多様化衛星１号機・２号機 衛星依存部製作・試験 1,464,540,000 円 1,267,554,000 円

2024-2026年度 情報システム運用のための総合サービス業務 1,114,300,000 円 742,878,400 円

R06 ユニバーサルコミュニケーション研究所 計算機設置に伴う設備整備工事 787,050,000 円 504,550,000 円

情報収集衛星レーダ９号機・１０号機 ミッション系２ システム設計（その１） 775,497,800 円 295,497,800 円

Ⅺ ．重要な後発事象

　当該事項はありません。

Ⅻ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

１．革新的情報通信技術研究開発推進基金勘定廃止に伴う残余財産の承継

　　革新的情報通信技術研究開発推進基金勘定は、国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波

　法の一部を改正する法律（令和４年法律第９３号）附則第１項の規定による改正前の国立研究開

　発法人情報通信研究機構法（平成１１年法律第１６２号。以下「法」という。）附則第９条第１

　項の規定に基づき、令和６年４月１日付けで廃止されております。

　　なお、革新的情報通信技術研究開発推進基金補助金交付要綱(総国技第２１号。最終改正令和６

　年２月２１日）第１５条第６号の規定に基づき、一般勘定に承継した残余の財産は以下のとおり

　であります。

資産の部 負債の部

現金及び預金 526,506,451 円 未払金 142,646,150 円

未収入金 10,571,401 円 未払費用 81,997 円

賞与引当金見返 1,471,996 円 未払法人税等 13,034 円

工具器具備品 8,078,596,875 円 賞与引当金 1,471,996 円

減価償却累計額 △ 3,448,089,845 円 資産見返補助金等 5,323,734,344 円

ソフトウェア 693,227,314 円 長期預り補助金等 394,336,671 円

退職給付引当金見返 51,390 円 退職給付引当金 51,390 円

資産合計 5,862,335,582 円 負債合計 5,862,335,582 円

　　また、法附則第９条第５項の規定に基づき国庫納付した額は以下のとおりであります。

392,813,285 円

２．債務保証勘定に係る業務の終了に伴う残余財産の国庫納付と勘定の廃止

　　債務保証勘定は、国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する等の法律（令和５年

　法律第８７号。以下「改正法」という。）第２条の規定による特定通信・放送開発事業実施円滑

　化法（平成２年法律第３５号）の廃止に伴い令和６年４月１日に業務が終了し、改正法附則第３

　条第４項の規定により残余財産の額2,560,349,138円を国庫納付したことで、令和６年７月９日に

　廃止されました。
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